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約20億円

《主な取組》
　・県単独の制度融資（保証料補給、利子補給）　約120億円
　・休業等要請協力金　約10億円
　・医療従事者に対する特殊勤務手当支給　　約1億円　など

《主な取組》
　・観光リカバリーキャンペーン　約7億円
　・地産地消キャンペーン　約2億円
　・GIGAスクールの推進　約1億円　など

上記の比率は現時点の活用状況に基づくものであり、今後、
「新しい生活様式」に対応した県経済の活性化の取組を
実施予定。

第一次補正予算 第二次補正予算

感染拡大防止、事業の継続及び雇用の維持など
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